
松原こども園（仮称）建設工事について、公募型プロポーザルを行うので、次のとおり

公告する。  

  

令和７年５月２６日  

  

社会福祉法人 敦賀市社会福祉事業団 理事長 上坂 義明   

  

１ 技術提案書の提出に係る事業の概要  

（１）事業名  

      松原こども園（仮称）建設工事  

（２）事業場所  

      福井県敦賀市松島１３０号１番３、１番１１０、１番１１１（市有地）の一部 

（３）事業の内容  

        幼保連携型認定こども園の整備に係る設計及び建設工事一式  

  （４）工期 

        契約日の翌日から令和９年２月１５日まで  

  

２ 必要な参加要件  

プロポーザルに参加できる者は、以下の要件を満たす、建築事務所と建設業者で構

成される特定建設工事共同企業体（以下｢特定ＪＶ｣という。） で、松原こども園（仮

称）建設工事に係る公募型プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）の

審査を受ける資格に関し、次に掲げる事項について理事長の確認を受け、かつ審査委

員会により選定されたものとする。  

なお、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく協同組合での 

 参加は認めない。 

（１）役割分担  

特定ＪＶには、参加資格要件を満たす設計者、工事監理者、施工者を配置し、各

役割を適切に分担するものとする。  

     なお、工事施工業務と工事監理業務は別の構成員とすること。  

（２）特定ＪＶの構成員  

① 参加表明書等の受付後は、原則として構成員の変更及び追加は認めないも     

のとする。  

② 構成員は、他の特定ＪＶの構成員になることはできないものとする。 

③ 特定ＪＶの代表者は施工業者とし、出資比率は最大であること。 

 (３) 特定ＪＶの全ての構成員に必要な資格  

ア 参加表明書の提出期間の末日において、会社更生法（平成１４年法律第１号） 



の規定に基づき再生手続開始の申立てが行われている者又は民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）の規定に基づき再生手続開始の申立てが行われている者 

でないこと。 

イ 参加表明書の提出期間の末日において、地方自治法施行令（昭和２２年政令     

 第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。  

ウ 参加表明書の提出期間の末日において、福井県及び敦賀市の指名停止又は指名 

除外の期間中でないこと。  

エ 役員（役員として登記又は届出はされていないが、事実上経営に参画している 

者を含む。）が、暴力団組織（計画的又は常習的に暴力的不法行為を行い、又は 

行うおそれがある組織）、又はその構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に 

非難される関係を有していると認められる者でないこと。  

オ 当該プロポーザルに参加しようとする他の者との間に、次のいずれかに該当す 

る関係がない者であること。  

①  親会社と子会社の関係（個人事業主又は会社の役員が他の会社の議決件総数

の過半数を所有する場合における、当該個人事業主又は当該役員に係る会社と

の関係を含む。）  

② 親会社（個人事業主又は会社の役員が議決権総数の過半数を所有する場合に

おける、当該個人事業者又は当該役員に係る会社を含む。）を同じくする子会社

同士の関係  

③ 一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の役員を現に兼ねてい

る関係  

④ 一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の管財人を現に兼ねて

いる関係  

カ 健康保険及び厚生年金保険並びに雇用保険の全てに加入し、かつ、それら全て 

の保険料が未納でない者(法令の規定により適用を除外されている者を除く。) 

であること。  

キ 納期限の到来している地方税、法人税又は申告所得税、消費税及び地方消費税 

のすべてを完納していること。  

(４) 特定ＪＶの設計及び工事監理業務を行う構成員に必要な資格 

ア 福井県内に主たる営業所を有する者であること。  

イ 参加表明書の提出期間の末日において、敦賀市の競争入札参加資格の建築関係 

コンサルタント業の資格を有すると決定されている者（以下「名簿登載者」とい 

う。）であること。  

ウ 参加表明書の提出期間の末日において、建築士法（昭和２５年法律第２０２ 

条）第２３条第１項の規定による一級建築士事務所の登録を受けていること。  

エ 平成 17 年度以降において、元請け（設計共同体の場合は当該設計共同体の代 



表者に限る。）として、以下のいずれかの実績を有すること。 

① 延べ面積 600 ㎡以上の認定こども園、保育所、幼稚園（以下、「認定こども園 

等」という。）の新築等（新築、増築、改築を指し、改修を含まない。 

以下、「新築等」という。）の実施設計を受注（契約・履行完了）した実績。（構

造は問わず、工事完了済みのものに限る。） 

② 延べ面積 600 ㎡以上の木造建築物の新築等（用途は問わず、工事完了済みのも

のに限る。）の実施設計を受注（契約・履行完了）した実績。 

オ 参加表明書の提出期間の末日において、建築士法第２６条第２項の規定に基づ 

く事務所の閉鎖処分を受けていないこと。  

カ  この設計業務全体の技術上の管理を行う管理技術者及び工事監理業務を統括す

る管理技術者を配置できること。  

キ 参加表明書の提出期間の末日において、分担業務の技術上の管理を行う建築分

野の主任担当技術者を配置できること。主任担当技術者は管理技術者を兼任する

ものでないこと。  

(５) 特定ＪＶの工事施工業務を行う代表者に必要な資格  

ア 福井県内に主たる営業所を有する者であること。(建設業法（昭和２４年法律第 

１００号）第３条第１項の営業所のうち、同項の許可に係る営業所をいう。(以下

同じ)  

イ 特定ＪＶの代表者にあっては、参加表明書の提出期限の末日において、敦賀市 

の競争入札参加資格を有し建築一式工事において最新の経営規模等評価結果通知 

書の総合評定値が市内に主たる営業所を有する者は８００点以上、県内に主たる 

営業所を有する者は１０００点以上であること。  

ウ 建設業退職金共済制度、中小企業退職金共済制度若しくは特定退職金共済制度

に加入している者又は退職一時金制度を有している者であること。  

エ 福井県建設工事元請下請関係適正化指導要綱に定められた事項の全てを遵守す

る者であること。  

オ 参加表明書の提出期間の末日において、建設業法第２８条第３項又は第５項の

規定による営業停止を受けていないものであること。  

カ 建設業法第２６条第１項に規定する主任技術者又は同条第２項及び第５項に規

定する監理技術者をこの工事の現場に適切に配置できること。（設計業務期間は

除く。）  

キ 現場代理人（特定ＪＶの代表者と雇用関係が確認できるもの。）をこの工事の

現場に適切に配置できること。（設計業務期間は除く。)  

 

 

 



３ 事業者の選定・契約等  

   実施要項を参照のこと。  

  

４ 提出方法・提出期限等  

実施要項を参照のこと。  

  

５ 支払条件 

  前金払については、請負金額の各年度の年割額の１００分の４０以内の額とする。 

 

６ 契約保証金 

  契約金額（消費税及び地方消費税を含む。）の１００分の１０以上とし、当該契約に

よる債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は契約権者が確実と認め

る金融機関等の保証とする。 

 

７ 提出先及び問い合わせ先  

(１)名  称    社会福祉法人 敦賀市社会福祉事業団  

              本部「プロポーザル担当」  

(２)所在地    〒９１４－０１３５   

                  敦賀市長谷４７－２１  

(３)連絡先    電 話 ０７７０－２１－１１９０ 

                  E-mail yamabikoen@rm.rcn.ne.jp 

                 （土・日・祝日を除く 9 時から１６時まで） 


